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令和７年第４回天草市議会（定例会）議案 
 

議案番号 件          名 提出年月日 議決年月日 議決の結果 

報告第９号 専決処分事項の報告について 
令和７年 

９月２日 
  

報告第１０号 専決処分事項の報告について 〃   

報告第１１号 
令和６年度決算に係る健全化判断比率

及び資金不足比率の報告について 
〃   

議第７５号 
専決処分事項の承認について（令和７年

度天草市一般会計補正予算第２号） 
〃   

議第７６号 

専決処分事項の承認について（令和７年

度天草市下水道事業会計補正予算第２

号） 

〃   

議第７７号 

天草市職員の勤務時間、休暇等に関する

条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

〃   

議第７８号 
天草市職員の育児休業等に関する条例

の一部を改正する条例の制定について 
〃   

議第７９号 
天草市公共施設等総合管理基金条例の

制定について 
〃   

議第８０号 
天草市子ども・子育て会議条例の制定に

ついて 
〃   

議第８１号 

天草市行政手続における特定の個人を

識別するための番号の利用等に関する

法律に基づく個人番号の利用及び特定

個人情報の提供に関する条例の一部を

改正する条例の制定について 

〃   

議第８２号 
天草市病院事業の設置等に関する条例

の一部を改正する条例の制定について 
〃   

議第８３号 

天草市病院事業企業職員の給与の種類

及び基準に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について 

〃   

議第８４号 
天草市水道事業給水条例等の一部を改

正する条例の制定について 
〃   
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議案番号 件          名 提出年月日 議決年月日 議決の結果 

議第８５号 
天草市立幼稚園条例の一部を改正する

条例の制定について 

令和７年 

９月２日 
  

議第８６号 字の区域の変更について 〃   

議第８７号 字の区域の変更について 〃   

議第８８号 字の区域の変更について 〃   

議第８９号 財産の取得について 〃   

議第９０号 財産の取得について 〃   

議第９１号 
令和７年度天草市一般会計補正予算（第

３号） 
〃   

議第９２号 
令和７年度天草市水道事業会計補正予

算（第１号） 
〃   

議第９３号 
令和６年度天草市一般会計歳入歳出決

算の認定について 
〃   

議第９４号 
令和６年度天草市国民健康保険特別会

計歳入歳出決算の認定について 
〃   

議第９５号 
令和６年度天草市介護保険特別会計歳

入歳出決算の認定について 
〃   

議第９６号 
令和６年度天草市後期高齢者医療特別

会計歳入歳出決算の認定について 
〃   

議第９７号 

令和６年度天草市浄化槽市町村整備推

進事業特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて 

〃   

議第９８号 

令和６年度天草市国民健康保険診療施

設特別会計歳入歳出決算の認定につい

て 

〃   

議第９９号 
令和６年度天草市斎場事業特別会計歳

入歳出決算の認定について 
〃   
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議案番号 件          名 提出年月日 議決年月日 議決の結果 

議第１００号 
令和６年度天草市一町田財産区特別会

計歳入歳出決算の認定について 

令和７年 

９月２日 
  

議第１０１号 
令和６年度天草市新合財産区特別会計

歳入歳出決算の認定について 
〃   

議第１０２号 
令和６年度天草市病院事業会計決算の

認定について 
〃   

議第１０３号 
令和６年度天草市水道事業会計利益の

処分及び決算の認定について 
〃   

議第１０４号 
令和６年度天草市下水道事業会計利益

の処分及び決算の認定について 
〃   
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報告第９号 

 

   専決処分事項の報告について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により議会において指定さ

れている事項について、次のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

  令和７年９月２日提出 

天草市長 馬場 昭治   

 

 

１ 事故発生日時 令和７年５月２３日（金曜日）午後４時頃 

２ 事故発生場所 天草市本渡町本戸馬場１６９９番地（西の久保公園内） 

３ 和解の相手方 天草市亀場町亀川１８８６番地２ 

公益社団法人天草市シルバー人材センター（車両保有者） 

４ 事故の概要  上記日時及び場所において、本市職員が運転する公用車が後退中に、駐車 

中の相手方車両に接触し、損害を与えた。 

５ 損害賠償の額 ４０６，８０４円（相手方車両分） 

６ 和解事項   当事者双方は、今後本件に関して、裁判上又は裁判外において一切の異議

及び請求の申立てをしないこと。 
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報告第１０号 

 

   専決処分事項の報告について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により議会において指定さ

れている事項について、次のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

  令和７年９月２日提出 

天草市長 馬場 昭治   

 

 

１ 事故発生日時 令和７年５月２２日（木曜日）午後１時３０分頃 

２ 事故発生場所 天草市五和町二江４４５２番地１地先（市道通詞西方線） 

３ 和解の相手方 天草市在住者（車両保有者） 

４ 事故の概要  上記日時及び場所において、相手方車両が市道に敷設した側溝蓋上を通過

した際、当該側溝蓋が脱落し、相手方車両に損害を与えた。 

５ 損害賠償の額 ４７５，０２８円（相手方車両分） 

６ 和解事項   当事者双方は、今後本件に関して、裁判上又は裁判外において一切の異議

及び請求の申立てをしないこと。 
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報告第１１号 

 

   令和６年度決算に係る健全化判断比率及び資金不足比率の報告について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第１項及び第

２２条第１項の規定により、別冊監査委員の意見を付けて次のとおり報告する。 

  令和７年９月２日提出 

天草市長 馬場 昭治 

 

１ 健全化判断比率 

 天草市 早期健全化基準 財政再生基準 

実質赤字比率 ― １１．７７％ ２０．００％ 

連結実質赤字比率 ― １６．７７％ ３０．００％ 

実質公債費比率 ９．０％ ２５．０％ ３５．０％ 

将来負担比率 ― ３５０．０％ ― 

 

２ 資金不足比率 

特別会計名 天草市 経営健全化基準 

天草市浄化槽市町村整備推進事業特別会計 ― 

２０．０％ 
天草市病院事業会計 ― 

天草市水道事業会計 ― 

天草市下水道事業会計 ― 
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議第７５号 

 

   専決処分事項の承認について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令和７年度天草市

一般会計補正予算（第２号）について、別紙のとおり専決処分したので報告し、承認を求める。 

  令和７年９月２日提出 

天草市長 馬場 昭治 

 

 

 （提案理由） 

 専決処分したときは、地方自治法第１７９条第３項の規定により、議会に報告し、その承認

を得る必要がある。 
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天草市専決第８号 

 

専 決 処 分 書 

 

令和７年度天草市一般会計補正予算（第２号）を地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

１７９条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分する。 

令和７年８月１９日 

天草市長 馬場 昭治   

 

 

 （専決処分の理由） 

 令和７年８月１０日からの大雨に伴う災害復旧に係る経費について、その予算措置に急を要

するが、議会を招集する時間的余裕がないため、地方自治法第１７９条第１項の規定により専

決処分する。 
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議第１４０号 

 

令和７年度天草市一般会計補正予算（第２号） 

 

令和７年度天草市の一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 843,468 千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 61,169,917 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 

－
 
1
0
 
－



第１表　歳入歳出予算補正

歳　入 (単位：千円)

款 項 補正前の額 補正額 計

15 国庫支出金 8,381,953 77,800 8,459,753

2 国庫補助金 2,056,692 77,800 2,134,492

16 県支出金 4,451,301 151,278 4,602,579

1 県負担金 2,658,951 149,278 2,808,229

2 県補助金 1,534,805 2,000 1,536,805

19 繰入金 3,481,256 299,590 3,780,846

2 基金繰入金 3,428,196 299,590 3,727,786

22 市債 6,528,600 314,800 6,843,400

1 市債 6,528,600 314,800 6,843,400

37,483,339 37,483,339

60,326,449 843,468 61,169,917

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に 係 る 額

歳 入 合 計

－
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歳　出 (単位：千円)

款 項 補正前の額 補正額 計

3 民生費 19,672,769 168,578 19,841,347

5 災害救助費 500 168,578 169,078

4 衛生費 6,247,575 158,600 6,406,175

2 環境費 3,352,544 158,600 3,511,144

7 土木費 4,454,371 1,790 4,456,161

7 住宅費 343,700 1,790 345,490

8 消防費 2,114,833 140,000 2,254,833

1 消防費 2,114,833 140,000 2,254,833

10 災害復旧費 49,710 374,500 424,210

1 農林水産施設災害復旧費 12,500 146,000 158,500

2 公共土木施設災害復旧費 37,210 228,000 265,210

3 文教施設災害復旧費 0 500 500

27,787,191 27,787,191

60,326,449 843,468 61,169,917

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に 係 る 額

歳 出 合 計

－
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第２表　地方債補正

１　変　更 （単位：千円）

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

災害復旧事業 19,300
証書借入

又は
証券発行

　５．０％以内
（ただし、利率
見直し方式で借
り入れる資金に
ついて、利率の
見直しを行った
後においては、
当該見直し後の
利率）

　政府資金については
その融資条件により、
銀行その他の場合には
その債権者と協定する
ものによる。ただし、
市財政の都合により据
置期間及び償還期限を
短縮し、又は繰上償還
もしくは低利に借換え
することができる。

334,100
補正前
に同じ

補正前
に同じ

補正前
に同じ

起債の目的
補 正 前 補 正 後

－
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議第７６号 

 

   専決処分事項の承認について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令和７年度天草市

下水道事業会計補正予算（第２号）について、別紙のとおり専決処分したので報告し、承認を

求める。 

  令和７年９月２日提出 

天草市長 馬場 昭治 

 

 

 （提案理由） 

 専決処分したときは、地方自治法第１７９条第３項の規定により、議会に報告し、その承認

を得る必要がある。 

－ 14 －



天草市専決第９号 

 

専 決 処 分 書 

 

令和７年度天草市下水道事業会計補正予算（第２号）を地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分する。 

令和７年８月１９日 

天草市長 馬場 昭治   

 

 

 （専決処分の理由） 

 令和７年８月１０日からの大雨に伴う災害復旧に係る経費について、その予算措置に急を要

するが、議会を招集する時間的余裕がないため、地方自治法第１７９条第１項の規定により専

決処分する。 
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令和７年度天草市下水道事業会計補正予算（第２号） 

 

（総  則） 

第１条 令和７年度天草市の下水道事業会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 

（収益的収入及び支出） 

第２条 令和７年度天草市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

（科  目）           （既決予定額）          （補正予定額）             （計） 

支  出 

第１款 事業費            1,825,913 千円          12,000 千円             1,837,913 千円 

第１項 営業費用          1,766,059 千円          12,000 千円             1,778,059 千円 

 

（資本的収入及び支出） 

第３条 予算第４条本文括弧書中、「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額６０４，２４５千円は、当年度分消費税及び地方消費税

資本的収支調整額５７，１６０千円、過年度分損益勘定留保資金２２３，１４０千円、当年度分損益勘定留保資金３２３，９４５千円」

を「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額６０７，２４５千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額     

５７，４３２千円、過年度分損益勘定留保資金２２３，１４０千円、当年度分損益勘定留保資金３２６，６７３千円」に改め、資本的

収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

（科  目）           （既決予定額）          （補正予定額）             （計） 

支  出 

第１款 資本的支出          1,501,182 千円           3,000 千円             1,504,182 千円 

第１項 建設改良費          959,392 千円           3,000 千円              962,392 千円 

 

 

令和７年９月２日提出 

天草市長 馬場 昭治 

－
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議第７７号 

 

   天草市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

天草市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定するも

のとする。 

  令和７年９月２日提出 

天草市長 馬場 昭治   

 

 

天草市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

 天草市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成１８年天草市条例第３５号）の一部を次

のように改正する。 

 第８条の２第４項前段中「定める者」の次に「（第１７条の３第１項において「配偶者等」

という。）」を加える。 

第１７条の次に次の３条を加える。 

（妊娠、出産等についての申出をした職員等に対する意向確認等） 

第１７条の２ 任命権者は、天草市職員の育児休業等に関する条例（平成１８年天草市条例第

３６号。以下この項において「育児休業条例」という。）第２７条第１項の措置を講ずるに 

当たっては、同条の規定による申出をした職員（以下この項において「申出職員」という。） 

に対して、次に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 申出職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号において「出生時両立支援

制度等」という。）その他の事項を知らせるための措置 

⑵ 出生時両立支援制度等の請求、申告又は申出（以下「請求等」という。）に係る申出職

員の意向を確認するための措置 

⑶ 育児休業条例第２７条の規定による申出に係る子の心身の状況又は育児に関する申出職

員の家庭の状況に起因して当該子の出生の日以後に発生し、又は発生することが予想され

る職業生活と家庭生活との両立の支障となる事情の改善に資する事項に係る申出職員の意

向を確認するための措置 

２ 任命権者は、３歳に満たない子を養育する職員（以下この項において「対象職員」とい 
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う。）に対して、規則で定める期間内に、次に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 対象職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号において「育児期両立支援

制度等」という。）その他の事項を知らせるための措置 

⑵ 育児期両立支援制度等の請求等に係る対象職員の意向を確認するための措置 

⑶ 対象職員の３歳に満たない子の心身の状況又は育児に関する対象職員の家庭の状況に起

因して発生し、又は発生することが予想される職業生活と家庭生活との両立の支障となる

事情の改善に資する事項に係る対象職員の意向を確認するための措置 

３ 任命権者は、第１項第３号又は前項第３号の規定により意向を確認した事項の取扱いに当

たっては、当該意向に配慮しなければならない。 

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員等に対する意向確認等） 

第１７条の３ 任命権者は、職員が配偶者等が当該職員の介護を必要とする状況に至ったこと

を申し出たときは、当該職員に対して、仕事と介護との両立に資する制度又は措置（以下こ 

の条及び次条において「介護両立支援制度等」という。）その他の事項を知らせるとともに、 

介護両立支援制度等の請求等に係る当該職員の意向を確認するための面談その他の措置を講

じなければならない。 

２ 任命権者は、職員に対して、当該職員が４０歳に達した日の属する年度（４月１日から翌

年の３月３１日までをいう。）において、前項に規定する事項を知らせなければならない。 

（勤務環境の整備に関する措置） 

第１７条の４ 任命権者は、介護両立支援制度等の請求等が円滑に行われるようにするため、

次に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 職員に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施 

⑵ 介護両立支援制度等に関する相談体制の整備 

⑶ その他介護両立支援制度等に係る勤務環境の整備に関する措置 

附 則 

この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

 

 

 （提案理由） 

 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第

７６号）の一部改正に伴い、条例を改正する必要がある。 
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 これがこの条例を提出する理由である。 
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議第７８号 

 

   天草市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

天草市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとす

る。 

  令和７年９月２日提出 

天草市長 馬場 昭治   

 

 

天草市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

天草市職員の育児休業等に関する条例（平成１８年天草市条例第３６号）の一部を次のよう

に改正する。 

第１条中「第１９条第１項及び第２項」を「第１９条第１項から第３項まで及び第５項」に

改める。 

第２３条第２号中「及び勤務日ごとの勤務時間」及び「（以下「定年前再任用短時間勤務職

員」という。）」を削り、「除く」の次に「。次条において同じ」を加える。 

第２４条の見出し中「部分休業」を「第１号部分休業」に改め、同条第１項中「部分休業（

育児休業法第１９条第１項に規定する部分休業をいう。以下同じ。）」を「育児休業法第１９

条第２項第１号に掲げる範囲内で請求する同条第１項に規定する部分休業（以下「第１号部分

休業」という。）」に改め、「、勤務時間条例第８条第１項に規定する正規の勤務時間（非常

勤職員（定年前再任用短時間勤務職員を除く。以下この条において同じ。）にあっては、当該

非常勤職員について定められた勤務時間）の始め又は終わりにおいて」を削り、同条第２項中

「勤務しない職員」の次に「（非常勤職員を除く。）」を加え、「部分休業」を「第１号部分

休業」に改め、同条第３項中「部分休業」を「第１号部分休業」に改める。 

第２４条の次に次の４条を加える。 

（第２号部分休業の承認） 

第２４条の２ 育児休業法第１９条第２項第２号に掲げる範囲内で請求する同条第１項に規定

する部分休業（以下「第２号部分休業」という。）の承認は、１時間を単位として行うもの

とする。ただし、次の各号に掲げる場合にあっては、それぞれ当該各号に定める時間数の第

－ 20 －



２号部分休業を承認することができる。 

⑴ １回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を単位とした時間がある場合であって、当該勤

務時間の全てについて承認の請求があったとき 当該勤務時間の時間数 

⑵ 第２号部分休業の残時間数に１時間未満の端数がある場合であって、当該残時間数の全

てについて承認の請求があったとき 当該残時間数 

（育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期間） 

第２４条の３ 育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期間は、毎年４月１日から翌

年３月３１日までとする。 

（育児休業法第１９条第２項第２号の人事院規則で定める時間を基準として条例で定める時

間） 

第２４条の４ 育児休業法第１９条第２項第２号の人事院規則で定める時間を基準として条例

で定める時間は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める時間とする。 

⑴ 非常勤職員以外の職員 ７７時間３０分 

⑵ 非常勤職員 当該非常勤職員の勤務日１日当たりの勤務時間数に１０を乗じて得た時間 

（育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事情） 

第２４条の５ 育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事情は、配偶者が負傷又は疾

病により入院したこと、配偶者と別居したことその他の同条第２項の規定による申出時に予

測することができなかった事実が生じたことにより同条第３項の規定による変更（以下「第

３項変更」という。）をしなければ同項の職員の小学校就学の始期に達するまでの子の養育

に著しい支障が生じると任命権者が認める事情とする。 

第２５条第１項中「部分休業」の次に「（育児休業法第１９条第１項に規定する部分休業を

いう。次項において同じ。）」を加える。 

第２６条を次のように改める。 

（部分休業の承認の取消事由） 

第２６条 育児休業法第１９条第６項において準用する育児休業法第５条第２項の条例で定め

る事由は、職員が第３項変更をしたときとする。 

附 則 

１ この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

２ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第１９条第２項第２号

に掲げる範囲内において、この条例の施行の日から令和８年３月３１日までの間における部
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分休業の承認の請求をする場合におけるこの条例による改正後の天草市職員の育児休業等に

関する条例第２４条の４の規定の適用については、同条第１号中「７７時間３０分」とある

のは「３８時間４５分」と、同条第２号中「１０」とあるのは「５」とする。 

 

 

 （提案理由） 

 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）の一部改正に伴い、条例

を改正する必要がある。 

 これがこの条例を提出する理由である。 
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議第７９号 

 

   天草市公共施設等総合管理基金条例の制定について 

 

 天草市公共施設等総合管理基金条例を次のように制定するものとする。 

  令和７年９月２日提出 

天草市長 馬場 昭治   

 

 

   天草市公共施設等総合管理基金条例 

（設置） 

第１条 本市における公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する計画に基づく公共施設等

の解体、改修及び更新に要する経費の財源に充てるため、天草市公共施設等総合管理基金（

以下「基金」という。）を設置する。 

（積立て） 

第２条 基金として積み立てる額は、毎年度一般会計歳入歳出予算で定める額とする。 

 （管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管し

なければならない。 

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代えることができる。 

 （運用益金の処理） 

第４条 基金の運用から生じる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上して、この基金に編入す

るものとする。 

 （繰替運用） 

第５条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率を定

めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができる。 

 （処分） 

第６条 市長は、第１条に規定する目的の財源に充てる場合に限り、その全部又は一部を処分

することができる。 

 （委任） 
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第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 （提案理由） 

 基金を設けるには、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４１条第１項の規定により、 

条例を制定する必要がある。 

 これが、この条例を提出する理由である。 
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議第８０号 

 

   天草市子ども・子育て会議条例の制定について 

 

 天草市子ども・子育て会議条例を次のように制定するものとする。 

  令和７年９月２日提出 

天草市長 馬場 昭治   

 

 

   天草市子ども・子育て会議条例 

（設置） 

第１条 本市に、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」という。）第

７２条第１項の規定に基づき、天草市子ども・子育て会議（以下「子育て会議」という。）

を置く。 

 （所掌事務） 

第２条 子育て会議は、次に掲げる事務を処理するものとする。 

 ⑴ 法第７２条第１項各号に掲げる事務 

 ⑵ 次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号）第２１条第１項の措置に

係る協議 

 （組織） 

第３条 子育て会議は、委員２０人以内をもって組織する。 

２ 委員は、子どもの保護者、事業主を代表する者、労働者を代表する者、子ども・子育

て支援に関する事業に従事する者及び子ども・子育て支援に関し学識経験のある者のう

ちから、市長が任命する。 

 （任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合の補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

 （会長及び副会長） 

第５条 子育て会議に会長及び副会長１人を置く。 
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２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、会務を総理し、子育て会議を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職

務を代理する。 

（会議） 

第６条 子育て会議の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会長がその議長

となる。 

２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ、これを開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決す

るところによる。 

４ 子育て会議は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、意見

若しくは説明を聴き、又は委員以外の者に対し、資料の提出を求めることができる。 

 （庶務） 

第７条 子育て会議の庶務は、健康福祉部子育て支援課において処理する。 

 （委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、子育て会議の運営に関し必要な事項は、会長が子

育て会議に諮って定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和８年５月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から

施行する。 

 （準備行為） 

２ この条例を施行するために必要な準備行為は、この条例の施行前においても行うこと

ができる。 

 （天草市次世代育成支援対策地域協議会条例の廃止） 

３ 天草市次世代育成支援対策地域協議会条例（平成１８年天草市条例第１２８号）は、

廃止する。 

 

 

 （提案理由） 
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 附属機関を設置するには、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の

規定により、条例を制定する必要がある。 

 これが、この条例を提出する理由である。 
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議第８１号 

 

   天草市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例の制定に

ついて 

 

 天草市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個

人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定す

るものとする。 

  令和７年９月２日提出 

天草市長 馬場 昭治   

 

 

   天草市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例 

天草市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個

人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年天草市条例第４６号）の一部

を次のように改正する。 

 別表第２に次のように加える。 

２６ 市長 住登外者宛名番号管理機能

（市の事務を処理するために

利用する情報システムの機能

であって住登外者（市の住民

基本台帳に記録されていない

者をいう。以下同じ。）を特

定する固有の番号を付番し、

管理するものをいう。）によ

る住登外者の情報の管理に関

する事務 

住民票関係情報及び地方税関係情報 

附 則 
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この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 （提案理由） 

 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律

第２７号）第９条第２項の条例で定める事務を定めるため、条例を改正する必要がある。 

 これが、この条例を提出する理由である。 
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議第８２号 

 

   天草市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 天草市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとす

る。 

  令和７年９月２日提出 

天草市長 馬場 昭治   

 

 

天草市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

天草市病院事業の設置等に関する条例（平成２１年天草市条例第８５号）の一部を次のよう

に改正する。 

第２条第１項の表国民健康保険天草市立河浦病院の項中「３１床及び療養病床３５床」を「

５０床」に改める。 

附 則  

 この条例は、令和７年９月３０日から施行する。 

 

 

 （提案理由） 

 河浦病院の病床の見直しに伴い、条例を改正する必要がある。 

 これが、この条例を提出する理由である。 
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議第８３号 

 

   天草市病院事業企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例の制

定について 

 

 天草市病院事業企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例を次のよ

うに制定するものとする。 

  令和７年９月２日提出 

天草市長 馬場 昭治   

 

 

天草市病院事業企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例 

天草市病院事業企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成２１年天草市条例第８８

号）の一部を次のように改正する。 

第２９条を第３０条とし、第２８条の次に次の１条を加える。 

（特定任期付職員についての適用除外等） 

第２９条 第４条から第６条まで、第８条、第１２条、第１３条第２項及び第１４条の規定は、 

天草市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（令和５年天草市条例第３７号）第２条第 

１項の規定により任期を定めて採用された職員（次項において「特定任期付職員」という。） 

には適用しない。 

２ 特定任期付職員に対する第１７条の規定の適用については、同条中「第４条の規定に基づ

き管理職手当を支給される職員」とあるのは、「天草市一般職の任期付職員の採用等に関す

る条例（令和５年天草市条例第３７号）第２条第１項の規定により任期を定めて採用された

職員」とする。 

附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ 天草市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（令和５年天草市条例第３７号）の一部

を次のように改正する。 

  第７条第１項中「職員（」の次に「地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第１５

条第１項に規定する企業職員を除く。」を加える。 
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 （提案理由） 

 病院事業において、天草市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（令和５年天草市条例

第３７号）第２条第１項の規定による任期を定めた職員の採用をするために必要な事項を定め

るため、条例を改正する必要がある。 

 これが、この条例を提出する理由である。 
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議第８４号 

 

   天草市水道事業給水条例等の一部を改正する条例の制定について 

 

 天草市水道事業給水条例等の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和７年９月２日提出 

天草市長 馬場 昭治   

 

 

天草市水道事業給水条例等の一部を改正する条例 

 （天草市水道事業給水条例の一部改正） 

第１条 天草市水道事業給水条例（平成１８年天草市条例第２５８号）の一部を次のように改

正する。 

別表第２を次のように改める。 

別表第２（第２３条関係） 

料金区分

 

 

用途区分 

基本料金（１月につき） 従量料金 

メーター口

径 

料金 区分 水量 料金 

（１立方メートルに

つき） 

一般用 １３ミリメ

ートル 

１，５００円第１段 １立方メートル以上

８立方メートル以下 

７０円

２０ミリメ

ートル 

１，９００円

２５ミリメ

ートル 

２，５００円第２段 ９立方メートル以上

３０立方メートル以

下 

２８０円

３０ミリメ

ートル 

３，８００円

４０ミリメ

ートル 

４，３００円
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５０ミリメ

ートル 

６，３００円第３段 ３１立方メートル以

上５０立方メートル

以下 

２９０円

７５ミリメ

ートル 

１０，１００

円

１００ミリ

メートル以

上 

２０，２００

円

第４段 ５１立方メートル以

上１００立方メート

ル以下 

２９５円

第５段 １０１立方メートル

以上 

３００円

公衆浴場用 ２，５００円１立方メートルにつき １００円

一時用 １立方メートルにつき ３２５円

 （備考） 

１ 「一般用」とは、公衆浴場用及び一時用以外の用途をいう。 

２ 「公衆浴場用」とは、一般公衆浴場において使用するものをいう。 

３ 「一時用」とは、工事現場等の仮設給水施設及び船舶において使用するものをいう。 

 （天草市下水道条例の一部改正） 

第２条 天草市下水道条例（平成１８年天草市条例第２４６号）の一部を次のように改正する。 

  別表を次のように改める。 

別表（第１７条関係） 

汚水の種類 区分 汚水量 使用料（月額） 

一般用 基本料金  １，２００円

従量料金１立方メー

トルにつき 

１立方メートル以上８立方メート

ル以下 

４５円

９立方メートル以上３０立方メー

トル以下 

２４０円

３１立方メートル以上５０立方メ

ートル以下 

２５５円

５１立方メートル以上１００立方

メートル以下 

２７５円
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１０１立方メートル以上 ３００円

公衆浴場用 基本料金  １，２００円

従量料金 １立方メートルにつき ２６円

（備考） 

１ 「一般用」とは、公衆浴場用の汚水以外の汚水をいう。 

２ 「公衆浴場用」とは、一般公衆浴場から排除される汚水をいう。 

 （天草市集落排水処理施設条例の一部改正） 

第３条 天草市集落排水処理施設条例（平成２７年天草市条例第３５号）の一部を次のように

改正する。 

  別表を次のように改める。 

 別表（第１６条関係） 

汚水の種類 区分 汚水量 使用料（月額） 

一般用 基本料金  １，２００円

従量料金１立方メー

トルにつき 

１立方メートル以上８立方メート

ル以下 

４５円

９立方メートル以上３０立方メー

トル以下 

２４０円

３１立方メートル以上５０立方メ

ートル以下 

２５５円

５１立方メートル以上１００立方

メートル以下 

２７５円

１０１立方メートル以上 ３００円

公衆浴場用 基本料金  １，２００円

従量料金 １立方メートルにつき ２６円

（備考） 

１ 「一般用」とは、公衆浴場用の汚水以外の汚水をいう。 

２ 「公衆浴場用」とは、一般公衆浴場において排除される汚水をいう。 

附 則 

 （施行期日） 
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１ この条例は、令和８年２月１日から施行する。 

 （天草市水道事業給水条例の一部改正に伴う経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の天草市水道事業給水条例（以下「新給水条例」という。）別

表第２の規定は、令和８年４月請求分以後の水道料金について適用し、同年３月請求分以前

の水道料金については、なお従前の例による。 

 （令和８年４月請求分から令和９年３月請求分までの水道料金の特例） 

３ 新給水条例第２３条及び前項の規定にかかわらず、令和８年４月請求分から令和９年３月

請求分までの水道料金は、１月につき次の表に定める基本料金と従量料金との合計額に１０

０分の１１０を乗じて得た額とする。この場合において、その額に１円未満の端数があると

きは、その端数を切り捨てるものとする。 

料金区分

 

 

用途区分 

基本料金（１月につき） 従量料金 

メーター口

径 

料金 区分 水量 料金 

（１立方メート

ルにつき） 

一般用 １３ミリメ

ートル 

１，３５０円第１段 １立方メートル以上

８立方メートル以下 

６３円

２０ミリメ

ートル 

１，７００円

２５ミリメ

ートル 

２，２５０円第２段 ９立方メートル以上

３０立方メートル以

下 

２５０円

３０ミリメ

ートル 

３，４００円

４０ミリメ

ートル 

３，８５０円

５０ミリメ

ートル 

５，６５０円第３段 ３１立方メートル以

上５０立方メートル

以下 

２６０円

７５ミリメ

ートル 

９，０５０円

１００ミリ １８，１００第４段 ５１立方メートル以 ２６５円
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メートル以

上 

円 上１００立方メート

ル以下 

第５段 １０１立方メートル

以上 

２７０円

公衆浴場用 ２，２５０円１立方メートルにつき ９０円

一時用 １立方メートルにつき ２９３円

（備考） 

１ 「一般用」とは、公衆浴場用及び一時用以外の用途をいう。 

２ 「公衆浴場用」とは、一般公衆浴場において使用するものをいう。 

３ 「一時用」とは、工事現場等の仮設給水施設及び船舶において使用するものをいう。 

 （天草市下水道条例の一部改正に伴う経過措置） 

４ 第２条の規定による改正後の天草市下水道条例（以下「新下水道条例」という。）別表の

規定は、令和８年４月請求分以後の使用料について適用し、同年３月請求分以前の料金につ

いては、なお従前の例による。 

 （令和８年４月請求分から令和９年３月請求分までの下水道使用料の特例） 

５ 新下水道条例第１７条第１項及び前項の規定にかかわらず、令和８年４月請求分から令和

９年３月請求分までの使用料の額は、毎使用月において、次の表に定める基本料金と従量料

金との合計額に１００分の１１０を乗じて得た額とする。この場合において、その額に１円

未満の端数があるときは、その端数を切り捨てるものとする。 

汚水の種類 区分 汚水量 使用料（月額） 

一般用 基本料金  １，０００円

従量料金１立方メー

トルにつき 

１立方メートル以上８立方メート

ル以下 

４０円

９立方メートル以上３０立方メー

トル以下 

２１０円

３１立方メートル以上５０立方メ

ートル以下 

２２５円

５１立方メートル以上１００立方

メートル以下 

２４０円
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１０１立方メートル以上 ２６５円

公衆浴場用 基本料金  １，０００円

従量料金 １立方メートルにつき ２３円

（備考） 

１ 「一般用」とは、公衆浴場用の汚水以外の汚水をいう。 

２ 「公衆浴場用」とは、一般公衆浴場から排除される汚水をいう。 

 （天草市集落排水処理施設条例の一部改正に伴う経過措置） 

６ 第３条の規定による改正後の天草市集落排水処理施設条例（以下「新集落排水処理施設条

例」という。）別表の規定は、令和８年４月請求分以後の使用料について適用し、同年３月

請求分以前の料金については、なお従前の例による。 

 （令和８年４月請求分から令和９年３月請求分までの集落排水処理施設使用料の特例） 

７ 新集落排水処理施設条例第１６条第１項及び前項の規定にかかわらず、令和８年４月請求

分から令和９年３月請求分までの使用料の額は、毎使用月において、次の表に定める基本料

金と従量料金との合計額に１００分の１１０を乗じて得た額とする。この場合において、そ

の額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てるものとする。 

汚水の種類 区分 汚水量 使用料（月額） 

一般用 基本料金  １，０００円

従量料金１立方メー

トルにつき 

１立方メートル以上８立方メート

ル以下 

４０円

９立方メートル以上３０立方メー

トル以下 

２１０円

３１立方メートル以上５０立方メ

ートル以下 

２２５円

５１立方メートル以上１００立方

メートル以下 

２４０円

１０１立方メートル以上 ２６５円

公衆浴場用 基本料金  １，０００円

従量料金 １立方メートルにつき ２３円

（備考） 
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１ 「一般用」とは、公衆浴場用の汚水以外の汚水をいう。 

２ 「公衆浴場用」とは、一般公衆浴場において排除される汚水をいう。 

 

 

 （提案理由） 

 天草市上下水道運営審議会の水道料金及び下水道使用料に係る答申を踏まえ、水道料金、下水

道使用料及び集落排水処理施設使用料の額の改定を行うため、条例を改正する必要がある。 

 これが、この条例を提出する理由である。 
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議第８５号 

 

   天草市立幼稚園条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 天草市立幼稚園条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和７年９月２日提出 

天草市長 馬場 昭治   

 

 

天草市立幼稚園条例の一部を改正する条例 

天草市立幼稚園条例（平成１８年天草市条例第８８号）の一部を次のように改正する。 

第２条の表天草市立本渡南幼稚園の項の前に次のように加える。 

天草市立あまくさ幼稚園 天草市浜崎町４番９号 

 第２条の表天草市立本渡南幼稚園の項から天草市立亀場幼稚園の項までを削る。 

附 則  

 この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

 

 

 （提案理由） 

 天草市立幼稚園の見直しに伴い、条例を改正する必要がある。 

 これが、この条例を提出する理由である。 
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議第８６号 

 

字の区域の変更について 

 

 天草市の字の区域を地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により

次のとおり変更するものとする。 

  令和７年９月２日提出 

天草市長 馬場 昭治   

 

 

変更前 

の大字 

変更前 

の 字 
区      域 

変更後 

の大字 

変更後 

の 字 

本町下河

内 

平田 ２２２３番１の一部、２２２３番２の

一部、２２２４番から２２２７番まで

の一部 

本町下河

内 

下向 

本町下河

内 

屋敷前 ２００６番の一部、２００７番の一部 本町下河

内 

平田 

本町下河

内 

平田 ２００６番に隣接する水路である公有

地の全部 

本町下河

内 

屋敷前 

本町下河

内 

下向 ９００番の一部、９０１番の一部、９０

２番の一部、９１０番１の一部及びこ

れらに隣接する道路である公有地の一

部 

本町下河

内 

時藤 

本町新休 横久保 ２５番６、２５番１８及びこれらに隣

接する道路である公有地の全部 

本町新休 中鶴 

 

 （提案理由） 

 市の区域内の字の区域を変更するには、地方自治法第２６０条第１項の規定により、議会の 

議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第８７号 

 

字の区域の変更について 

 

 天草市の字の区域を地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により

次のとおり変更するものとする。 

  令和７年９月２日提出 

天草市長 馬場 昭治   

 

 

変更前 

の大字 

変更前 

の 字 
区      域 

変更後 

の大字 

変更後 

の 字 

本町下河

内 

中ノ迫 １４８５番１の一部、１４８６番の一

部及びこれらに隣接する道路である公

有地の全部 

本町下河

内 

枦ノ原 

本町下河

内 

江川内 １５７２番２の一部及びこれに隣接す

る道路である公有地の全部並びに１５

３９番１の一部 

本町下河

内 

枦ノ原 

本町下河

内 

枦ノ原 １５９４番２の一部 本町下河

内 

江川内 

本町下河

内 

北平 字枦の原１６１２番３及び１６１３番

に隣接する水路である公有地の全部 

本町下河

内 

枦ノ原 

 

 

 （提案理由） 

 市の区域内の字の区域を変更するには、地方自治法第２６０条第１項の規定により、議会の 

議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第８８号 

 

字の区域の変更について 

 

 天草市の字の区域を地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により

次のとおり変更するものとする。 

  令和７年９月２日提出 

天草市長 馬場 昭治   

 

 

変更前 

の大字 

変更前 

の 字 
区      域 

変更後 

の大字 

変更後 

の 字 

有明町 

上津浦 

大田原 ８９１番２の一部及びこれに隣接する

水路である公有地の全部 

有明町 

上津浦 

大友 

有明町 

上津浦 

大友 ８５５番から８５７番までの一部、８

５８番１の一部、８５９番１の一部、８

５９番２の一部、８６０番から８６３

番までの一部、８６４番１の一部、８６

４番２の一部、８６５番１の一部、８６

６番１の一部、８６６番２の一部、８６

７番の一部、８６８番の一部、８６９番

１の一部、８７０番１の一部、８７１番

１の一部、８７２番１の一部、８７２番

２の一部及びこれらの区域に隣接介在

する道路、水路である公有地の全部 

有明町 

上津浦 

大田原 

有明町 

上津浦 

吉原 ２３３番から２３５番まで、２３７番、

２３８番、２４１番、２４２番、２４５

番、２４６番、２４９番、２８５番、２

８６番、２８８番から２９０番までの

地先の道路である公有地の一部 

有明町 

上津浦 

湯ノ葉 
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有明町 

上津浦 

湯ノ葉 ２０３番１、２０３番３、２０５番の一

部及びこれらの区域に隣接する道路、

水路である公有地の全部 

有明町 

上津浦 

宇土ノ迫 

有明町 

上津浦 

吉原 ２９０番、２９１番、２９３番から２９

７番まで、２９８番１の地先の道路で

ある公有地の一部 

有明町 

上津浦 

宇土ノ迫 

有明町 

上津浦 

吉原 ２６４番１の一部、２６４番２の一部

及びこれらの区域に隣接する水路であ

る公有地の全部並びに２６６番１、２

６７番１、２６８番１、２６９番１，２

７０番１、２７１番１、２９８番１に隣

接する道路、水路である公有地の一部 

有明町 

上津浦 

山川 

有明町 

上津浦 

吉原 ２９８番１の地先の道路である公有地

の一部 

有明町 

上津浦 

通山 

有明町 

上津浦 

宇土ノ迫 ３１１番１、３２０番１、３２１番１、

３２６番１、３２８番１に隣接する道

路、水路である公有地の一部 

有明町 

上津浦 

通山 

有明町 

上津浦 

山川 ５８３番３の一部及び５７０番２、５

７０番３、５７１番から５７７番まで、

５７８番１，５７８番３、５７９番１、

５８０番２、５８１番、５８２番、５８

３番１、５８３番２、５８４番の地先の

道路である公有地の一部 

有明町 

上津浦 

通山 

有明町 

上津浦 

上山川 ４３１４番１、４３１６番３に隣接す

る道路、水路である公有地の全部並び

に４３１３番の一部、４３２２番の一

部、４３３６番３の一部、４３３７番５

及び４３２２番に隣接する道路である

公有地の一部 

有明町 

上津浦 

通山 
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有明町 

上津浦 

通山 字上山川４３３６番３に隣接する道路

である公有地の一部 

有明町 

上津浦 

上山川 

有明町 

上津浦 

通山 ５１４番の地先の道路である公有地の

全部並びに５１０番１、５１０番４、５

１１番の地先の道路である公有地の全

部 

有明町 

上津浦 

中村 

 

 

 （提案理由） 

 市の区域内の字の区域を変更するには、地方自治法第２６０条第１項の規定により、議会の 

議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第８９号 

 

   財産の取得について 

 

 次のとおり動産を取得するものとする。 

  令和７年９月２日提出 

天草市長 馬場 昭治   

 

 

１ 取 得 の 目 的  消防団員用活動服更新に伴うもの 

２ 品 名 等  別紙のとおり 

３ 契 約 の 方 法  指名競争入札 

４ 取 得 金 額  ７１，３３８，４１０円 

５ 契約の相手方  住 所  天草市本渡町本渡２５７１番地３ 

          名 称  有限会社ヤマシタ屋 

          代表者  代表取締役 山下 通輝 

 

 

（提案理由） 

予定価格が２千万円以上の動産の買入れをするには、天草市財産条例（平成１８年天草市条

例第６０号）第２条の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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令和７年度消防団員用活動服上衣2,169着ほか内訳書

１　品名、納入場所、数量、取得金額及び取得購入の相手方

品名 納入場所
数量

（セット）
取得金額 取得購入の相手方

天草市役所
本庁

468

天草市役所
牛深支所

395

天草市役所
有明支所

181

天草市役所
御所浦支所

113

天草市役所
倉岳支所

116

天草市役所
栖本支所

127

天草市役所
新和支所

120

天草市役所
五和支所

281

天草市役所
天草支所

142

天草市役所
河浦支所

226

計 2,169

２　内訳

2,169着

2,169着

2,169個

３　納入期限

天草市本渡町本渡２５７１番地３
有限会社ヤマシタ屋

代表取締役　山下　通輝
消防団員用活動服上衣ほか

令和８年３月１０日

消防団員用活動服　上衣

消防団員用活動服　下衣

消防団員用アポロキャップ

71,338,410円
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議第９０号 

 

   財産の取得について 

 

 次のとおり動産を取得するものとする。 

  令和７年９月２日提出 

天草市長 馬場 昭治   

 

 

１ 取 得 の 目 的  避難所の環境整備に伴うもの 

２ 品 名 等  別紙のとおり 

３ 契 約 の 方 法  指名競争入札 

４ 取 得 金 額  ２２，１５２，９００円 

５ 契約の相手方  住 所  天草市東町１３番地２２ 

          名 称  株式会社ダンテック 天草営業所 

          代表者  所長 田中 隆行 

 

 

（提案理由） 

予定価格が２千万円以上の動産の買入れをするには、天草市財産条例（平成１８年天草市条

例第６０号）第２条の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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令和７年度折り畳み式簡易ベッド（避難所用）内訳書

１　品名、納入場所、数量、取得金額及び取得購入の相手方

品名 納入場所
数量

（セット）
取得金額 取得購入の相手方

天草市役所
南公園倉庫

218

天草市役所
牛深支所

300

天草市役所
有明支所

200

天草市役所
御所浦支所

150

天草市役所
倉岳支所

150

天草市役所
栖本支所

150

天草市役所
新和支所

150

天草市役所
五和支所

250

天草市役所
天草支所

150

天草市役所
河浦支所

200

計 1,918

２　内訳

不織布シーツ

シーツ固定用バンド

３　納入期限

22,152,900円
天草市東町１３番地２２

株式会社ダンテック　天草営業所
所長　田中　隆行

令和８年２月２７日

ベッド本体

ベッド本体の収納袋

上下移動・高さ調整機能・バンド付枕

折り畳み式簡易ベッド
（避難所用）
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議第９１号 

 

令和７年度天草市一般会計補正予算（第３号） 

 

令和７年度天草市の一般会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 109,237 千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 61,279,154 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

 

令和７年９月２日提出 

天草市長 馬場 昭治   

－
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第１表　歳入歳出予算補正

歳　入 (単位：千円)

款 項 補正前の額 補正額 計

15 国庫支出金 8,459,753 52,665 8,512,418

2 国庫補助金 2,134,492 52,665 2,187,157

16 県支出金 4,602,579 35,291 4,637,870

2 県補助金 1,536,805 35,291 1,572,096

19 繰入金 3,780,846 21,281 3,802,127

2 基金繰入金 3,727,786 21,281 3,749,067

44,326,739 44,326,739

61,169,917 109,237 61,279,154

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に 係 る 額

歳 入 合 計
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歳　出 (単位：千円)

款 項 補正前の額 補正額 計

2 総務費 8,905,101 51,546 8,956,647

1 総務管理費 8,090,235 51,546 8,141,781

3 民生費 19,841,347 10,771 19,852,118

2 高齢者福祉費 4,804,523 10,771 4,815,294

5 農林水産業費 2,543,066 16,130 2,559,196

2 林業費 336,742 1,130 337,872

3 水産業費 740,869 15,000 755,869

6 商工費 2,665,165 30,000 2,695,165

1 商工費 2,665,165 30,000 2,695,165

9 教育費 6,876,396 790 6,877,186

4 幼稚園費 85,878 790 86,668

20,338,842 20,338,842

61,169,917 109,237 61,279,154

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に 係 る 額

歳 出 合 計
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第２表　債務負担行為補正

１　追　加 （単位：千円）

天草市民センタ－・牛深総合センタ－指定管理料 令和8年度～令和12年度

事　　　項

474,878

期　　　間 限　度　額

－
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議第９２号 

 

令和７年度天草市水道事業会計補正予算（第１号） 

 

（総則） 

第１条 令和７年度天草市の水道事業会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（収益的収入及び支出） 

第２条 令和７年度天草市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

 

（科  目）          （既決予定額）          （補正予定額）            （計） 

支  出 

第１款 事業費              2,282,262 千円             9,639 千円                2,291,901 千円 

第１項 営業費用              2,193,021 千円             9,639 千円                2,202,660 千円 

 

 

令和７年９月２日提出 

天草市長 馬場 昭治    
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議第９３号 

 

   令和６年度天草市一般会計歳入歳出決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和６年度天草市

一般会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

  令和７年９月２日提出 

                           天草市長 馬場 昭治 
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令和６年度 

天草市一般会計歳入歳出決算書 

 

歳 入 合 計      ６１，０８０，６１７，３２５  円 

歳 出 合 計      ５６，７４３，９４９，９９８ 円 

歳入歳出差引残額      ４，３３６，６６７，３２７ 円 

  うち翌年度へ繰越すべき財源  ３２４，９９１，０００  円 
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令和６年度 一般会計 歳入歳出決算書

歳　入 （単位：円）

予算現額と収入

済額との比較

1 市税 7,289,673,000 7,641,486,066 7,496,065,603 15,886,602 130,295,861 206,392,603

1 市民税 2,716,911,000 2,870,092,787 2,827,501,153 4,434,189 38,738,045 110,590,153

2 固定資産税 3,380,721,000 3,550,931,204 3,460,646,608 9,916,294 80,522,600 79,925,608

3 軽自動車税 309,995,000 327,384,527 323,222,625 522,564 3,660,238 13,227,625

4 市たばこ税 547,000,000 545,657,737 545,657,737 0 0 △ 1,342,263

6 入湯税 27,000,000 25,058,600 25,058,600 0 0 △ 1,941,400

7 都市計画税 308,046,000 322,361,211 313,978,880 1,013,555 7,374,978 5,932,880

2 地方譲与税 578,586,000 574,307,000 574,307,000 0 0 △ 4,279,000

1 地方揮発油譲与税 114,000,000 115,780,000 115,780,000 0 0 1,780,000

2 自動車重量譲与税 359,000,000 354,319,000 354,319,000 0 0 △ 4,681,000

3 森林環境譲与税 104,586,000 102,617,000 102,617,000 0 0 △ 1,969,000

4 航空機燃料譲与税 1,000,000 1,591,000 1,591,000 0 0 591,000

3 利子割交付金 1,000,000 2,447,000 2,447,000 0 0 1,447,000

1 利子割交付金 1,000,000 2,447,000 2,447,000 0 0 1,447,000

4 配当割交付金 34,000,000 29,156,000 29,156,000 0 0 △ 4,844,000

1 配当割交付金 34,000,000 29,156,000 29,156,000 0 0 △ 4,844,000

5 株式等譲渡所 34,000,000 49,004,000 49,004,000 0 0 15,004,000

得割交付金
1 株式等譲渡所得割
交付金

34,000,000 49,004,000 49,004,000 0 0 15,004,000

収 入 未 済 額款 項 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額
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歳　入 （単位：円）

予算現額と収入

済額との比較
収 入 未 済 額款 項 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額

6 法人事業税交 145,000,000 151,139,000 151,139,000 0 0 6,139,000

付金 1 法人事業税交付金 145,000,000 151,139,000 151,139,000 0 0 6,139,000

7 地方消費税交 1,852,000,000 1,988,139,000 1,988,139,000 0 0 136,139,000

付金 1 地方消費税交付金 1,852,000,000 1,988,139,000 1,988,139,000 0 0 136,139,000

8 ゴルフ場利用 10,000,000 9,811,725 9,811,725 0 0 △ 188,275

税交付金
1 ゴルフ場利用税交
付金

10,000,000 9,811,725 9,811,725 0 0 △ 188,275

9 環境性能割交 49,000,000 54,697,000 54,697,000 0 0 5,697,000

付金 1 環境性能割交付金 49,000,000 54,697,000 54,697,000 0 0 5,697,000

10 地方特例交付 295,104,000 310,924,000 310,924,000 0 0 15,820,000

金 1 地方特例交付金 295,104,000 310,924,000 310,924,000 0 0 15,820,000

11 地方交付税 22,830,341,000 23,323,832,000 23,323,832,000 0 0 493,491,000

1 地方交付税 22,830,341,000 23,323,832,000 23,323,832,000 0 0 493,491,000

12 交通安全対策 6,000,000 4,387,000 4,387,000 0 0 △ 1,613,000

特別交付金
1 交通安全対策特別
交付金

6,000,000 4,387,000 4,387,000 0 0 △ 1,613,000

13 分担金及び負 131,116,000 112,640,266 108,699,882 0 3,940,384 △ 22,416,118

担金 1 分担金 50,758,000 30,541,848 29,675,242 0 866,606 △ 21,082,758

2 負担金 80,358,000 82,098,418 79,024,640 0 3,073,778 △ 1,333,360
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歳　入 （単位：円）

予算現額と収入

済額との比較
収 入 未 済 額款 項 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額

14 使用料及び手 697,539,000 670,289,969 631,299,141 1,071,700 37,919,128 △ 66,239,859

数料 1 使用料 492,540,000 476,568,513 442,746,985 1,071,700 32,749,828 △ 49,793,015

2 手数料 204,999,000 193,721,456 188,552,156 0 5,169,300 △ 16,446,844

15 国庫支出金 10,116,610,000 9,136,837,808 9,136,837,808 0 0 △ 979,772,192

1 国庫負担金 5,871,277,000 5,780,284,280 5,780,284,280 0 0 △ 90,992,720

2 国庫補助金 4,227,700,000 3,337,886,692 3,337,886,692 0 0 △ 889,813,308

3 国庫委託金 17,633,000 18,666,836 18,666,836 0 0 1,033,836

16 県支出金 4,752,229,000 4,046,194,833 4,046,194,833 0 0 △ 706,034,167

1 県負担金 2,552,547,000 2,480,747,652 2,480,747,652 0 0 △ 71,799,348

2 県補助金 1,989,032,000 1,362,707,594 1,362,707,594 0 0 △ 626,324,406

3 県委託金 210,650,000 202,739,587 202,739,587 0 0 △ 7,910,413

17 財産収入 129,154,000 125,266,210 120,834,143 345,205 4,086,862 △ 8,319,857

1 財産運用収入 92,833,000 96,517,957 92,085,890 345,205 4,086,862 △ 747,110

2 財産売払収入 36,321,000 28,748,253 28,748,253 0 0 △ 7,572,747

18 寄附金 2,516,000,000 2,230,124,402 2,230,124,402 0 0 △ 285,875,598

1 寄附金 2,516,000,000 2,230,124,402 2,230,124,402 0 0 △ 285,875,598

19 繰入金 3,736,976,000 3,536,591,047 3,536,591,047 0 0 △ 200,384,953

2 基金繰入金 3,736,976,000 3,536,591,047 3,536,591,047 0 0 △ 200,384,953

20 繰越金 2,300,020,200 2,300,020,224 2,300,020,224 0 0 24

1 繰越金 2,300,020,200 2,300,020,224 2,300,020,224 0 0 24
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歳　入 （単位：円）

予算現額と収入

済額との比較
収 入 未 済 額款 項 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額

21 諸収入 999,319,000 1,021,475,645 956,106,517 0 65,369,128 △ 43,212,483

1 延滞金、加算金及
び過料

2,335,000 2,334,049 2,334,049 0 0 △ 951

2 市預金利子 49,000 3,863,979 3,863,979 0 0 3,814,979

3 貸付金元利収入 520,000 756,553 533,449 0 223,104 13,449

4 受託事業収入 45,658,000 40,274,617 40,274,617 0 0 △ 5,383,383

5 雑入 950,757,000 974,246,447 909,100,423 0 65,146,024 △ 41,656,577

22 市債 5,301,200,000 4,020,000,000 4,020,000,000 0 0 △ 1,281,200,000

1 市債 5,301,200,000 4,020,000,000 4,020,000,000 0 0 △ 1,281,200,000

63,804,867,200 61,338,770,195 61,080,617,325 17,303,507 241,611,363 △ 2,724,249,875歳 入 合 計
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歳　出 （単位：円）

予算現額と支出

済額との比較

1 議会費 270,485,000 257,244,855 0 13,240,145 13,240,145

1 議会費 270,485,000 257,244,855 0 13,240,145 13,240,145

2 総務費 11,711,571,000 10,383,897,377 312,551,000 1,015,122,623 1,327,673,623

1 総務管理費 10,965,241,000 9,734,641,598 312,551,000 918,048,402 1,230,599,402

2 徴税費 312,511,000 292,483,696 0 20,027,304 20,027,304

3 地籍調査費 40,925,000 32,019,924 0 8,905,076 8,905,076

4 戸籍住民基本台帳費 190,729,000 177,333,143 0 13,395,857 13,395,857

5 選挙費 146,308,000 95,136,584 0 51,171,416 51,171,416

6 統計調査費 29,229,000 26,784,502 0 2,444,498 2,444,498

7 監査委員費 26,628,000 25,497,930 0 1,130,070 1,130,070

3 民生費 20,375,593,000 18,668,505,238 123,718,000 1,583,369,762 1,707,087,762

1 社会福祉費 7,785,206,000 6,521,880,729 99,514,000 1,163,811,271 1,263,325,271

2 高齢者福祉費 4,476,828,000 4,375,743,655 0 101,084,345 101,084,345

3 児童福祉費 6,702,301,000 6,371,079,021 24,204,000 307,017,979 331,221,979

4 生活保護費 1,410,458,000 1,399,331,833 0 11,126,167 11,126,167

5 災害救助費 800,000 470,000 0 330,000 330,000

翌 年 度 繰 越 額 不 用 額款 項 予 算 現 額 支 出 済 額

－
 
6
1
 
－



歳　出 （単位：円）

予算現額と支出

済額との比較
翌 年 度 繰 越 額 不 用 額款 項 予 算 現 額 支 出 済 額

4 衛生費 6,726,282,166 5,828,482,053 1,549,000 896,251,113 897,800,113

1 保健衛生費 1,282,323,000 965,412,766 1,549,000 315,361,234 316,910,234

2 環境費 3,663,343,166 3,125,588,334 0 537,754,832 537,754,832

3 斎場費 138,351,000 138,351,000 0 0 0

4 水道費 395,116,000 368,735,192 0 26,380,808 26,380,808

5 病院費 1,104,455,000 1,099,455,000 0 5,000,000 5,000,000

6 看護専門学校費 142,694,000 130,939,761 0 11,754,239 11,754,239

5 農林水産業費 3,591,260,000 2,507,700,389 580,776,000 502,783,611 1,083,559,611

1 農業費 1,832,709,000 1,424,684,947 187,341,000 220,683,053 408,024,053

2 林業費 316,456,000 262,276,951 0 54,179,049 54,179,049

3 水産業費 1,442,095,000 820,738,491 393,435,000 227,921,509 621,356,509

6 商工費 3,204,073,000 2,565,605,674 64,500,000 573,967,326 638,467,326

1 商工費 3,204,073,000 2,565,605,674 64,500,000 573,967,326 638,467,326

7 土木費 3,822,622,000 3,230,284,427 284,272,000 308,065,573 592,337,573

1 土木管理費 232,478,000 204,418,628 0 28,059,372 28,059,372

2 道路橋梁費 2,122,290,000 1,733,667,089 278,272,000 110,350,911 388,622,911

3 河川費 308,169,000 284,749,567 6,000,000 17,419,433 23,419,433

4 港湾費 147,629,000 138,591,146 0 9,037,854 9,037,854

5 都市計画費 688,328,000 573,939,972 0 114,388,028 114,388,028

7 住宅費 323,728,000 294,918,025 0 28,809,975 28,809,975

－
 
6
2
 
－



歳　出 （単位：円）

予算現額と支出

済額との比較
翌 年 度 繰 越 額 不 用 額款 項 予 算 現 額 支 出 済 額

8 消防費 2,129,282,200 1,981,675,356 43,670,000 103,936,844 147,606,844

1 消防費 2,129,282,200 1,981,675,356 43,670,000 103,936,844 147,606,844

9 教育費 4,827,153,000 4,362,017,763 104,075,000 361,060,237 465,135,237

1 教育総務費 1,298,342,000 1,192,517,801 0 105,824,199 105,824,199

2 小学校費 350,703,000 315,092,408 0 35,610,592 35,610,592

3 中学校費 778,630,000 749,185,950 0 29,444,050 29,444,050

4 幼稚園費 93,119,000 86,311,615 0 6,807,385 6,807,385

6 学校給食費 1,028,875,000 953,582,985 0 75,292,015 75,292,015

7 社会教育費 1,277,484,000 1,065,327,004 104,075,000 108,081,996 212,156,996

10 災害復旧費 390,572,000 249,701,160 100,627,000 40,243,840 140,870,840

1 農林水産施設災害復
旧費

173,374,000 98,782,272 66,533,000 8,058,728 74,591,728

2 公共土木施設災害復
旧費

217,198,000 150,918,888 34,094,000 32,185,112 66,279,112

11 公債費 6,740,643,000 6,708,835,706 0 31,807,294 31,807,294

1 公債費 6,740,643,000 6,708,835,706 0 31,807,294 31,807,294

13 予備費 15,330,834 0 0 15,330,834 15,330,834

1 予備費 15,330,834 0 0 15,330,834 15,330,834

63,804,867,200 56,743,949,998 1,615,738,000 5,445,179,202 7,060,917,202歳 出 合 計

－
 
6
3
 
－



議第９４号 

 

   令和６年度天草市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和６年度天草市

国民健康保険特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

  令和７年９月２日提出 

                           天草市長 馬場 昭治 

 

－ 64 －



 

令和６年度 

天草市国民健康保険特別会計歳入歳出決算書 

 

歳 入 合 計      １１，２１１，０６３，４０２ 円 

歳 出 合 計      １１，２０３，１２２，３７５ 円 

歳入歳出差引残額          ７，９４１，０２７ 円 

 

－ 65 －



令和６年度 国民健康保険特別会計 歳入歳出決算書

歳　入 （単位：円）

予算現額と収入

済額との比較

1 国民健康保険 1,410,358,000 1,576,656,271 1,438,263,638 10,909,661 127,812,491 27,905,638

税 1 国民健康保険税 1,410,358,000 1,576,656,271 1,438,263,638 10,909,661 127,812,491 27,905,638

2 使用料及び手 1,000,000 737,100 737,100 0 0 △ 262,900

数料 2 手数料 1,000,000 737,100 737,100 0 0 △ 262,900

3 国庫支出金 5,394,000 4,195,000 4,195,000 0 0 △ 1,199,000

2 国庫補助金 5,394,000 4,195,000 4,195,000 0 0 △ 1,199,000

5 県支出金 9,133,207,000 8,607,822,347 8,607,822,347 0 0 △ 525,384,653

1 県負担金・補助金 9,133,207,000 8,607,822,347 8,607,822,347 0 0 △ 525,384,653

6 財産収入 831,000 809,518 809,518 0 0 △ 21,482

1 財産運用収入 831,000 809,518 809,518 0 0 △ 21,482

7 繰入金 1,098,787,000 1,033,516,000 1,033,516,000 0 0 △ 65,271,000

1 一般会計繰入金 995,987,000 930,716,000 930,716,000 0 0 △ 65,271,000

2 基金繰入金 102,800,000 102,800,000 102,800,000 0 0 0

8 繰越金 84,153,000 84,153,328 84,153,328 0 0 328

1 繰越金 84,153,000 84,153,328 84,153,328 0 0 328

9 諸収入 14,424,000 41,566,471 41,566,471 0 0 27,142,471

1 延滞金、加算金及
び過料

4,100,000 4,266,533 4,266,533 0 0 166,533

2 預金利子 129,000 149,444 149,444 0 0 20,444

3 雑入 10,195,000 37,150,494 37,150,494 0 0 26,955,494

11,748,154,000 11,349,456,035 11,211,063,402 10,909,661 127,812,491 △ 537,090,598

収 入未 済額

歳 入 合 計

款 項 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納欠 損額

－
 
6
6
 
－



歳　出 （単位：円）

予算現額と支出

済額との比較

1 総務費 164,172,000 152,848,236 0 11,323,764 11,323,764

1 総務管理費 144,677,000 135,671,450 0 9,005,550 9,005,550

2 徴税費 7,074,000 5,669,275 0 1,404,725 1,404,725

3 運営協議会費 579,000 278,418 0 300,582 300,582

4 国民健康保険特別対
策事業費

11,842,000 11,229,093 0 612,907 612,907

2 保険給付費 8,737,741,000 8,251,136,302 0 486,604,698 486,604,698

1 療養諸費 7,477,758,000 7,082,187,110 0 395,570,890 395,570,890

2 高額療養費 1,237,768,000 1,156,469,708 0 81,298,292 81,298,292

3 移送費 300,000 0 0 300,000 300,000

4 出産育児諸費 18,000,000 9,331,818 0 8,668,182 8,668,182

5 葬祭諸費 3,600,000 3,140,000 0 460,000 460,000

6 傷病手当金 315,000 7,666 0 307,334 307,334

3 国民健康保険 2,583,997,000 2,583,995,958 0 1,042 1,042

事業費納付金 1 医療給付費分 1,868,629,000 1,868,628,694 0 306 306

2 後期高齢者支援金等
分

541,039,000 541,038,576 0 424 424

3 介護納付金分 174,329,000 174,328,688 0 312 312

翌 年 度 繰 越 額 不 用 額款 項 予 算 現 額 支 出 済 額

－
 
6
7
 
－



歳　出 （単位：円）

予算現額と支出

済額との比較
翌 年 度 繰 越 額 不 用 額款 項 予 算 現 額 支 出 済 額

6 保健事業費 144,577,000 124,788,861 0 19,788,139 19,788,139

1 保健事業費 10,124,000 8,457,692 0 1,666,308 1,666,308

2 特定健康診査等事業
費

105,912,000 90,040,607 0 15,871,393 15,871,393

3 総合保健施設事業費 28,541,000 26,290,562 0 2,250,438 2,250,438

7 基金積立金 831,000 809,518 0 21,482 21,482

1 基金積立金 831,000 809,518 0 21,482 21,482

9 諸支出金 96,836,000 89,543,500 0 7,292,500 7,292,500

1 償還金及び還付加算
金

12,247,000 4,954,500 0 7,292,500 7,292,500

2 繰出金 84,589,000 84,589,000 0 0 0

10 予備費 20,000,000 0 0 20,000,000 20,000,000

1 予備費 20,000,000 0 0 20,000,000 20,000,000

11,748,154,000 11,203,122,375 0 545,031,625 545,031,625歳 出 合 計

－
 
6
8
 
－



議第９５号 

 

   令和６年度天草市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和６年度天草市

介護保険特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

  令和７年９月２日提出 

                           天草市長 馬場 昭治 

 

－ 69 －



 

令和６年度 

天草市介護保険特別会計歳入歳出決算書 

 

 歳 入 合 計      １１，７９５，３８７，３０５ 円 

 歳 出 合 計      １１，３７０，０２４，４９８ 円 

 歳入歳出差引残額        ４２５，３６２，８０７ 円 

 

－ 70 －



令和６年度 介護保険特別会計 歳入歳出決算書

歳　入 （単位：円）

予算現額と収入

済額との比較

1 保険料 1,790,258,000 1,812,201,250 1,806,626,346 1,552,880 4,661,376 16,368,346

1 介護保険料 1,790,258,000 1,812,201,250 1,806,626,346 1,552,880 4,661,376 16,368,346

2 使用料及び手 200,000 211,700 211,700 0 0 11,700

数料 1 手数料 200,000 211,700 211,700 0 0 11,700

3 国庫支出金 3,080,553,000 3,086,181,764 3,086,181,764 0 0 5,628,764

1 国庫負担金 1,907,013,000 1,907,013,550 1,907,013,550 0 0 550

2 国庫補助金 1,173,540,000 1,179,168,214 1,179,168,214 0 0 5,628,214

4 支払基金交付 2,884,416,000 2,804,818,802 2,804,818,802 0 0 △ 79,597,198

金 1 支払基金交付金 2,884,416,000 2,804,818,802 2,804,818,802 0 0 △ 79,597,198

5 県支出金 1,654,611,000 1,601,655,358 1,601,655,358 0 0 △ 52,955,642

1 県負担金 1,566,261,000 1,513,338,528 1,513,338,528 0 0 △ 52,922,472

2 県補助金 88,350,000 88,316,830 88,316,830 0 0 △ 33,170

6 財産収入 722,000 702,883 702,883 0 0 △ 19,117

1 財産運用収入 722,000 702,883 702,883 0 0 △ 19,117

7 繰入金 1,934,043,000 1,934,043,000 1,934,043,000 0 0 0

1 一般会計繰入金 1,728,043,000 1,728,043,000 1,728,043,000 0 0 0

2 基金繰入金 206,000,000 206,000,000 206,000,000 0 0 0

8 繰越金 554,163,000 554,163,307 554,163,307 0 0 307

1 繰越金 554,163,000 554,163,307 554,163,307 0 0 307

収 入 未 済 額款 項 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額

－
 
7
1
 
－



歳　入 （単位：円）

予算現額と収入

済額との比較
収 入 未 済 額款 項 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額

9 諸収入 964,000 12,213,442 6,984,145 5,229,297 0 6,020,145

1 延滞金、加算金及
び過料

120,000 147,380 147,380 0 0 27,380

2 預金利子 331,000 230,087 230,087 0 0 △ 100,913

3 雑入 513,000 11,835,975 6,606,678 5,229,297 0 6,093,678

11,899,930,000 11,806,191,506 11,795,387,305 6,782,177 4,661,376 △ 104,542,695歳 入 合 計

－
 
7
2
 
－



歳　出 （単位：円）

予算現額と支出

済額との比較

1 総務費 257,540,000 232,512,063 0 25,027,937 25,027,937

1 総務管理費 140,482,000 131,115,294 0 9,366,706 9,366,706

2 徴収費 4,696,000 4,288,224 0 407,776 407,776

3 介護認定審査会費 111,393,000 96,451,929 0 14,941,071 14,941,071

4 趣旨普及費 412,000 399,916 0 12,084 12,084

5 計画策定委員会費 557,000 256,700 0 300,300 300,300

2 保険給付費 10,687,000,000 10,251,938,914 0 435,061,086 435,061,086

1 介護サービス等諸費 9,623,553,000 9,245,778,130 0 377,774,870 377,774,870

2 介護予防サービス等
諸費

314,100,000 312,708,747 0 1,391,253 1,391,253

3 その他諸費 10,000,000 8,742,766 0 1,257,234 1,257,234

4 高額介護サービス等
費

262,947,000 262,217,265 0 729,735 729,735

5 高額医療合算介護
サービス等費

35,000,000 28,442,414 0 6,557,586 6,557,586

6 特定入所者介護サー
ビス等費

441,400,000 394,049,592 0 47,350,408 47,350,408

5 地域支援事業 570,358,000 510,701,626 0 59,656,374 59,656,374

費
1 介護予防・日常生活
支援総合事業費

317,640,000 268,845,950 0 48,794,050 48,794,050

2 包括的支援事業・任
意事業費

252,718,000 241,855,676 0 10,862,324 10,862,324

6 基金積立金 234,692,000 234,672,397 0 19,603 19,603

1 基金積立金 234,692,000 234,672,397 0 19,603 19,603

翌 年 度 繰 越 額 不 用 額款 項 予 算 現 額 支 出 済 額

－
 
7
3
 
－



歳　出 （単位：円）

予算現額と支出

済額との比較
翌 年 度 繰 越 額 不 用 額款 項 予 算 現 額 支 出 済 額

7 公債費 500,000 0 0 500,000 500,000

1 公債費 500,000 0 0 500,000 500,000

8 諸支出金 142,258,000 140,199,498 0 2,058,502 2,058,502

1 償還金及び還付加算
金

142,258,000 140,199,498 0 2,058,502 2,058,502

9 予備費 7,582,000 0 0 7,582,000 7,582,000

1 予備費 7,582,000 0 0 7,582,000 7,582,000

11,899,930,000 11,370,024,498 0 529,905,502 529,905,502歳 出 合 計

－
 
7
4
 
－



議第９６号 

 

   令和６年度天草市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和６年度天草市

後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

  令和７年９月２日提出 

                           天草市長 馬場 昭治 

 

－ 75 －



 

令和６年度 

天草市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算書 

 

 歳 入 合 計       １，５３７，３４９，４６６ 円 

 歳 出 合 計       １，５２９，９２７，８００ 円 

 歳入歳出差引残額          ７，４２１，６６６ 円 

 

－ 76 －



令和６年度 後期高齢者医療特別会計 歳入歳出決算書

歳　入 （単位：円）

予算現額と収入

済額との比較

1 後期高齢者医 1,042,527,000 997,061,180 995,236,278 269,200 2,268,802 △ 47,290,722

療保険料
1 後期高齢者医療保
険料

1,042,527,000 997,061,180 995,236,278 269,200 2,268,802 △ 47,290,722

2 使用料及び手 124,000 131,200 131,200 0 0 7,200

数料 1 手数料 124,000 131,200 131,200 0 0 7,200

4 繰入金 516,103,000 516,102,349 516,102,349 0 0 △ 651

1 一般会計繰入金 516,103,000 516,102,349 516,102,349 0 0 △ 651

5 繰越金 7,122,000 7,122,270 7,122,270 0 0 270

1 繰越金 7,122,000 7,122,270 7,122,270 0 0 270

6 諸収入 19,179,000 18,757,369 18,757,369 0 0 △ 421,631

1 延滞金、加算金及
び過料

53,000 54,900 54,900 0 0 1,900

2 預金利子 58,000 61,574 61,574 0 0 3,574

3 償還金及び還付加
算金

1,000,000 818,700 818,700 0 0 △ 181,300

4 雑入 18,068,000 17,822,195 17,822,195 0 0 △ 245,805

1,585,055,000 1,539,174,368 1,537,349,466 269,200 2,268,802 △ 47,705,534

収 入 未 済 額

歳 入 合 計

款 項 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額

－
 
7
7
 
－



歳　出 （単位：円）

予算現額と支出

済額との比較

1 総務費 41,577,000 34,323,277 0 7,253,723 7,253,723

1 総務管理費 39,326,000 33,078,832 0 6,247,168 6,247,168

2 徴収費 2,251,000 1,244,445 0 1,006,555 1,006,555

2 1,541,978,000 1,494,785,623 0 47,192,377 47,192,377

1 熊本県後期高齢者医
療広域連合納付金

1,541,978,000 1,494,785,623 0 47,192,377 47,192,377

4 諸支出金 1,000,000 818,900 0 181,100 181,100

1 償還金及び還付加算
金

1,000,000 818,900 0 181,100 181,100

5 予備費 500,000 0 0 500,000 500,000

1 予備費 500,000 0 0 500,000 500,000

1,585,055,000 1,529,927,800 0 55,127,200 55,127,200

支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額

歳 出 合 計

後期高齢者医
療広域連合納
付金

款 項 予 算 現 額

－
 
7
8
 
－



議第９７号 

 

   令和６年度天草市浄化槽市町村整備推進事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和６年度天草市

浄化槽市町村整備推進事業特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に

付する。 

  令和７年９月２日提出 

                           天草市長 馬場 昭治 

 

－ 79 －



 

令和６年度 

天草市浄化槽市町村整備推進事業特別会計歳入歳出決算書 

 

歳 入 合 計         １０６，５９７，９７９ 円 

歳 出 合 計         １０６，４９１，７２１ 円 

歳入歳出差引残額            １０６，２５８ 円 

 

－ 80 －



令和６年度 浄化槽市町村整備推進事業特別会計 歳入歳出決算書

歳　入 （単位：円）

予算現額と収入

済額との比較

2 使用料及び手 58,403,000 58,482,265 57,785,932 0 696,333 △ 617,068

数料 1 使用料 58,403,000 58,482,265 57,785,932 0 696,333 △ 617,068

6 繰入金 72,829,000 48,693,000 48,693,000 0 0 △ 24,136,000

1 一般会計繰入金 72,829,000 48,693,000 48,693,000 0 0 △ 24,136,000

7 繰越金 105,000 105,898 105,898 0 0 898

1 繰越金 105,000 105,898 105,898 0 0 898

8 諸収入 11,000 13,149 13,149 0 0 2,149

2 雑入 11,000 13,149 13,149 0 0 2,149

131,348,000 107,294,312 106,597,979 0 696,333 △ 24,750,021

収 入 未 済 額

歳 入 合 計

款 項 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額

－
 
8
1
 
－



歳　出 （単位：円）

予算現額と支出

済額との比較

1 114,103,000 89,458,064 0 24,644,936 24,644,936

1 浄化槽市町村整備推
進事業費

114,103,000 89,458,064 0 24,644,936 24,644,936

3 公債費 17,045,000 17,033,657 0 11,343 11,343

1 公債費 17,045,000 17,033,657 0 11,343 11,343

4 予備費 200,000 0 0 200,000 200,000

1 予備費 200,000 0 0 200,000 200,000

131,348,000 106,491,721 0 24,856,279 24,856,279

支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額

歳 出 合 計

浄化槽市町村
整備推進事業
費

款 項 予 算 現 額

－
 
8
2
 
－



議第９８号 

 

   令和６年度天草市国民健康保険診療施設特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和６年度天草市

国民健康保険診療施設特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す

る。 

  令和７年９月２日提出 

                           天草市長 馬場 昭治 

 

－ 83 －



 

令和６年度 

天草市国民健康保険診療施設特別会計歳入歳出決算書 

 

 歳 入 合 計         ２９３，４８１，７３１ 円 

 歳 出 合 計         ２７９，６７３，８００ 円 

 歳入歳出差引残額         １３，８０７，９３１ 円 

 

－ 84 －



令和６年度 国民健康保険診療施設特別会計 歳入歳出決算書

歳　入 （単位：円）

予算現額と収入

済額との比較

1 診療収入 99,000,000 98,730,187 98,730,187 0 0 △ 269,813

1 診療収入 99,000,000 98,730,187 98,730,187 0 0 △ 269,813

2 使用料及び手 746,000 718,679 718,679 0 0 △ 27,321

数料 1 手数料 746,000 718,679 718,679 0 0 △ 27,321

3 国庫支出金 779,000 271,000 271,000 0 0 △ 508,000

1 国庫補助金 779,000 271,000 271,000 0 0 △ 508,000

5 財産収入 509,000 507,165 507,165 0 0 △ 1,835

1 財産運用収入 508,000 507,165 507,165 0 0 △ 835

2 財産売払収入 1,000 0 0 0 0 △ 1,000

6 繰入金 159,482,000 154,482,000 154,482,000 0 0 △ 5,000,000

1 一般会計繰入金 159,293,000 154,293,000 154,293,000 0 0 △ 5,000,000

2 特別会計繰入金 189,000 189,000 189,000 0 0 0

7 繰越金 16,487,000 16,487,181 16,487,181 0 0 181

1 繰越金 16,487,000 16,487,181 16,487,181 0 0 181

8 諸収入 9,455,000 11,185,519 11,185,519 0 0 1,730,519

1 諸収入 9,455,000 11,185,519 11,185,519 0 0 1,730,519

9 市債 12,600,000 11,100,000 11,100,000 0 0 △ 1,500,000

1 市債 12,600,000 11,100,000 11,100,000 0 0 △ 1,500,000

299,058,000 293,481,731 293,481,731 0 0 △ 5,576,269

収 入 未 済 額

歳 入 合 計

款 項 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額

－
 
8
5
 
－



歳　出 （単位：円）

予算現額と支出

済額との比較

1 総務管理費 192,226,000 181,914,152 0 10,311,848 10,311,848

1 総務管理費 192,226,000 181,914,152 0 10,311,848 10,311,848

2 医業費 49,723,000 42,190,412 0 7,532,588 7,532,588

1 医業費 49,723,000 42,190,412 0 7,532,588 7,532,588

3 基金積立金 1,000 165 0 835 835

1 基金積立金 1,000 165 0 835 835

4 公債費 56,508,000 55,569,071 0 938,929 938,929

1 公債費 56,508,000 55,569,071 0 938,929 938,929

5 予備費 600,000 0 0 600,000 600,000

1 予備費 600,000 0 0 600,000 600,000

299,058,000 279,673,800 0 19,384,200 19,384,200

翌 年 度 繰 越 額 不 用 額

歳 出 合 計

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額

－
 
8
6
 
－



議第９９号 

 

   令和６年度天草市斎場事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和６年度天草市

斎場事業特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

  令和７年９月２日提出 

                           天草市長 馬場 昭治 

 

－ 87 －



 

令和６年度 

天草市斎場事業特別会計歳入歳出決算書 

 

 歳 入 合 計         １５６，９５２，６７５ 円 

 歳 出 合 計         １４７，１８５，３２６ 円 

 歳入歳出差引残額          ９，７６７，３４９ 円 

 

－ 88 －



令和６年度 斎場事業特別会計 歳入歳出決算書

歳　入 （単位：円）

予算現額と収入

済額との比較

1 使用料及び手 9,583,000 8,884,495 8,884,495 0 0 △ 698,505

数料 1 使用料 9,583,000 8,884,495 8,884,495 0 0 △ 698,505

3 繰入金 138,351,000 138,351,000 138,351,000 0 0 0

1 繰入金 138,351,000 138,351,000 138,351,000 0 0 0

4 繰越金 4,117,000 4,117,180 4,117,180 0 0 180

1 繰越金 4,117,000 4,117,180 4,117,180 0 0 180

5 諸収入 1,000 0 0 0 0 △ 1,000

2 雑入 1,000 0 0 0 0 △ 1,000

6 市債 6,200,000 5,600,000 5,600,000 0 0 △ 600,000

1 市債 6,200,000 5,600,000 5,600,000 0 0 △ 600,000

158,252,000 156,952,675 156,952,675 0 0 △ 1,299,325

収 入 未 済 額

歳 入 合 計

款 項 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額

－
 
8
9
 
－



歳　出 （単位：円）

予算現額と支出

済額との比較

1 斎場事業費 78,424,000 69,397,559 0 9,026,441 9,026,441

1 斎場事業費 78,424,000 69,397,559 0 9,026,441 9,026,441

2 公債費 77,828,000 77,787,767 0 40,233 40,233

1 公債費 77,828,000 77,787,767 0 40,233 40,233

3 予備費 2,000,000 0 0 2,000,000 2,000,000

1 予備費 2,000,000 0 0 2,000,000 2,000,000

158,252,000 147,185,326 0 11,066,674 11,066,674

翌 年 度 繰 越 額 不 用 額

歳 出 合 計

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額

－
 
9
0
 
－



議第１００号 

 

   令和６年度天草市一町田財産区特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和６年度天草市

一町田財産区特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

  令和７年９月２日提出 

天草市一町田財産区管理者 

天草市長 馬場 昭治   

 

－ 91 －



 

令和６年度 

天草市一町田財産区特別会計歳入歳出決算書 

 

歳 入 合 計          １４，７３１，４０４ 円 

歳 出 合 計             ５４９，１９０ 円 

歳入歳出差引残額         １４，１８２，２１４ 円 

 

－ 92 －



令和６年度 一町田財産区特別会計 歳入歳出決算書

歳　入 （単位：円）

予算現額と収入

済額との比較

1 財産収入 74,000 177,355 177,355 0 0 103,355

1 財産運用収入 72,000 74,652 74,652 0 0 2,652

2 財産売払収入 2,000 102,703 102,703 0 0 100,703

2 繰越金 14,503,000 14,516,144 14,516,144 0 0 13,144

1 繰越金 14,503,000 14,516,144 14,516,144 0 0 13,144

3 諸収入 2,000 37,905 37,905 0 0 35,905

1 預金利子 1,000 8,115 8,115 0 0 7,115

2 雑入 1,000 29,790 29,790 0 0 28,790

14,579,000 14,731,404 14,731,404 0 0 152,404

収 入 未 済 額

歳 入 合 計

款 項 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額

－
 
9
3
 
－



歳　出 （単位：円）

予算現額と支出

済額との比較

1 総務費 1,263,000 549,190 0 713,810 713,810

1 総務管理費 1,263,000 549,190 0 713,810 713,810

2 予備費 13,316,000 0 0 13,316,000 13,316,000

1 予備費 13,316,000 0 0 13,316,000 13,316,000

14,579,000 549,190 0 14,029,810 14,029,810

翌 年 度 繰 越 額 不 用 額

歳 出 合 計

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額

－
 
9
4
 
－



議第１０１号 

 

   令和６年度天草市新合財産区特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和６年度天草市

新合財産区特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

  令和７年９月２日提出 

天草市新合財産区管理者  

天草市長 馬場 昭治   

 

－ 95 －



 

令和６年度 

天草市新合財産区特別会計歳入歳出決算書 

 

 歳 入 合 計           １，２８１，２０３ 円 

 歳 出 合 計              ４９，８１６ 円 

 歳入歳出差引残額          １，２３１，３８７ 円 

－ 96 －



令和６年度 新合財産区特別会計 歳入歳出決算書

歳　入 （単位：円）

予算現額と収入

済額との比較

1 財産収入 2,000 0 0 0 0 △ 2,000

1 財産売払収入 2,000 0 0 0 0 △ 2,000

2 繰越金 1,268,000 1,280,499 1,280,499 0 0 12,499

1 繰越金 1,268,000 1,280,499 1,280,499 0 0 12,499

3 諸収入 2,000 704 704 0 0 △ 1,296

1 預金利子 1,000 704 704 0 0 △ 296

2 雑入 1,000 0 0 0 0 △ 1,000

1,272,000 1,281,203 1,281,203 0 0 9,203

収 入 未 済 額

歳 入 合 計

款 項 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額

－
 
9
7
 
－



歳　出 （単位：円）

予算現額と支出

済額との比較

1 総務費 295,000 49,816 0 245,184 245,184

1 総務管理費 295,000 49,816 0 245,184 245,184

2 予備費 977,000 0 0 977,000 977,000

1 予備費 977,000 0 0 977,000 977,000

1,272,000 49,816 0 1,222,184 1,222,184

翌 年 度 繰 越 額 不 用 額

歳 出 合 計

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額

－
 
9
8
 
－



議第１０２号 

 

   令和６年度天草市病院事業会計決算の認定について 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、令和６年度天草

市病院事業会計決算を別冊のとおり監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

  令和７年９月２日提出 

天草市長 馬場 昭治   

－ 99 －



議第１０３号 

 

   令和６年度天草市水道事業会計利益の処分及び決算の認定について 

 

 令和６年度天草市水道事業会計に係る利益を処分するため、地方公営企業法（昭和２７年法

律第２９２号）第３２条第２項の規定により議決を求めるとともに、同法第３０条第４項の規定

により、令和６年度天草市水道事業会計決算を別冊のとおり監査委員の意見を付けて議会の認定

に付する。 

  令和７年９月２日提出 

天草市長 馬場 昭治   

－ 100 －



議第１０４号 

 

   令和６年度天草市下水道事業会計利益の処分及び決算の認定について 

 

 令和６年度天草市下水道事業会計に係る利益を処分するため、地方公営企業法（昭和２７年

法律第２９２号）第３２条第２項の規定により議決を求めるとともに、同法第３０条第４項の規

定により、令和６年度天草市下水道事業会計決算を別冊のとおり監査委員の意見を付けて議会の

認定に付する。 

  令和７年９月２日提出 

天草市長 馬場 昭治   

－ 101 －


